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一九六七年にイランで制定された「家族保護法」はイラン革命（一九七九
年）
前
の
パ
フ
ラ
ヴ
ィ
ー
朝
第
二
代
国
王
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
期（在
位
一九四一―七九）に成立した。同法は全二三条から成り、民法に対する特別法
の
形
を
と
っ
て
い
る。
イ
ラ
ン
の
民
法
は
ガ
ー
ジ
ャ
ー
ル
朝
期（一
七
九
六
―
一
九
二
五）
の
一
九
二
八
―
三
五
年
の
間
に
成
立
し
て
お
り
（
1）、
こ
の
中
で
家
族
に
関
す
る
規
定
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る。
し
か
し、
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
期
に
な
っ
て、
国
王
に
よ
る
西
洋
近
代
化
が
進
め
ら
れ
る
に
あ
た
っ
て、
基
本
的
な
部
分
で
シャリーア（イスラーム法）をもと 編纂されたイラン民法の家族に関係する部分を変更しようとする動きが見られた。イランでは、これまで民法そのものを変えるのではなく、特別 を制定することで法的な現状を変えるという方法が採用されてきた。この「家族保護法」は結婚、離婚、子どもの監護など家族に関係す 法律を扱 特別法として成立し
ものである。
?
???????
?????????
??????
　
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
は、
第
二
次
大
戦
中
に
英
ソ
の
共
同
進
駐
（一
九
四
一
年）
を
受
け
て
退
位
し
た
父
王
に
継
い
で
二
代
目
の
国
王
に
な
っ
た。
即
位
か
ら
約
一
〇
年
後、
民
族
主
義
的
な
政
党
で
あ
る「国
民
戦
線」
の
モ
ハ
ン
マ
ド・
モ
サッデク（在任一九五一―五三）が首相となった。モサッデクは、イランを
国王の権力を抑えて民主化し、外国勢力からの独立を目指した。しかし、モサッデクを中心に行われた石油国有化運動は、米国中央情報局（ＣＩＡ）や英
国
秘
密
情
報
部（Ｍ
Ｉ
６）
な
ど
が
画
策
す
る
ク
ー
デ
タ
ー
に
よ
っ
て
失
敗
に
終
わ
り、
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
が
復
権
し
た。
こ
れ
以
降、
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザー・シャーは米国の強力な後押しを受け、より中央集権的でより独裁的な政策をとるようになるとともに、イランを西洋近代化しようとした。冷戦下の国際社会において、イランは親米の西側諸国の一員となった。貧富の格差の激しい
イランの共産化を懸念した当時の米国のケネディー政権は、イラン
国
王
に
農
地
改
革
を
含
む
民
主
化
政
策
の
導
入
を
求
め
た。
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シャーは一九六三年に「白色革命」を断行する。白色革命は 農地改革や女性参政権を含む六つの項目から成る上から 改革である。　
一九六三年にイラン最初の女性の上院議員に就任したメフランギース・マ
ヌーチェフリヤ ン（一九〇六―二〇〇〇）はイランの女性で初めてテヘラン大学に入学し、初めて弁護士になった人物であ 。彼女は一九六四年に民法
改
正
案
を
提
出
し
た。
こ
れ
は、
「家
族
保
護
法（一
九
六
七
年
成
立）
」
の
原
型
と
なったものである。具体的な内容は訳出され とおりであるが、この法案は一人の男性が四人まで妻を娶ることができるこ や夫からの一方的離婚（タラ
ー
ク）
（
2）を
制
限
す
る
も
の
で
あ
っ
た。
こ
の
法
案
が
一
九
六
六
年
に
新
聞
な
ど
で
報
道されると、婦人雑誌などに取り上げられて、大き 反響を呼んだ。　
イランでは
、すでに立憲革命（一九〇五―一一）期に婦人雑誌などを媒体
にして女性の権利の向上についての議論が行わ 、活発な女性運動が展開され
て
い
た
（
3）。
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
期
に
も
婦
人
雑
誌
に
お
い
て、
マ
モハンマド ・ レザー ・ パフラヴィー期のイランにおける「家族保護法 （一九六七年成立） 」 についての覚書
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ヌーチェフリヤーンによる民法改正案についての議論が沸騰した。この時代の女性運動は、基本的には国家の統制下に置かれたものだった。一方で母子保健など社会福祉活動を行う多くの小さな民間の組織があり、他方で国家によって管理された大規模な女性団体が組織されていた。後者は一九五九年に一八の組織がひとつになった「イラン女性高等諮問委員会」で 国王の双子の妹であるアシュラフ・パフラヴィー（一九一九―）が名誉会長を務めた。
こ
の
組
織
は
一
九
六
六
年
に「イ
ラ
ン
女
性
機
構（
sāzm
ān-e zanān-e īrān ）」
と
改名した。同機構はイラン全土 ある福祉センターを通して家族計画や子育ての情報提供を行ったり、法律カウンセラー 派遣して法律相談を行ったりした。一九七七年までに、こ 機構はイラン全土に四〇〇の支部を持ち、員数は七万人に上っていた。一九六七年制定され 家族保護法や一九七五年の保護法改正 動きは「イラン女性機構の政府に対するロビー的なアプローチ
な
し
に
は
あ
り
え
な
か
っ
た」
（
4）と
言
わ
れ、
こ
れ
ら
の
女
性
運
動
も
こ
の
法
律
成
立
に一定 役割を果たしたといえる。　
宗
教
界
は
こ
の
民
法
改
正
案
に
反
発
し
た。
ウ
ラ
マ
ー
の
モ
ル
テ
ザ
ー・
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー（一
九
一
九
―
七
九）
は、
婦
人
雑
誌『ザ
ネ・
ル
ー
ズ（今
日
の
女
性）
』
の
中
で、
こ
の
民
法
改
正
案
に
対
し、
イ
ス
ラ
ー
ム
に
お
け
る
女
性
の
権
利
に
つ
い
て
イ
ス
ラ
ー
ム
的
な
見
地
か
ら
反
論
し
て
い
る。
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー
は、
ホ
メ
イ
ニ
ー
師
の
亡
命
中、同師のスポークスマンとして、イラン おけ 反体制運動を指導する役割を果たした 革命のイデオローグのひとりである
（
5）。
　
イスラームの保守的なウラマーたちは、イスラームにおいて女性たちは平
等を享受していると考えており、これまで女性の権利の問題について語っては
こ
な
か
っ
た。
つ
ま
り、
「イ
ス
ラ
ー
ム
が
解
決
で
あ
る」
と
考
え
る
立
場
か
ら
は、
女
性
の
権
利
が「問
題」
と
し
て
規
定
さ
れ
な
か
っ
た
（
6）。
し
か
し、
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー
はこれまで他のウラマー ちがあ
触れてこなかった「イスラームの立場
か
ら
女
性
の
権
利
に
つ
い
て
語
る」
と
い
う
こ
と
を
行
っ
た。
雑
誌
の
連
載
は、
後
に
『イ
ス
ラ
ー
ム
に
お
け
る
女
性
の
権
利
の
シ
ス
テ
ム』
（
7）と
し
て
一
冊
の
本
に
ま
と
め
ら
れ
て
出
版
さ
れ
た。
こ
の
本
の
冒
頭
で
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー
は「一
三
四
五
年（一
九
六
六
年）の家族法に関わる民法改正案に対して、雑誌、特に婦人雑誌の誌上では議論が持ち上がり、多くの提案がなされ 、明らか クルアーンの文言に反したものであり、イランの多くのイスラーム教徒の間で不快感を呼び起
こ
し
て
い
る」
（
8）と
断
言
し、
こ
の
雑
誌
の
連
載
を
始
め
る
経
緯
に
つ
い
て
説
明
し
て
い
る。
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー
は、
「男
女
は
平
等
で
は
あ
る
が
同
一
で
は
な
い」
と
い
う
考
え
のもとで、男女の役割分担の重要性を説いた。さらに、女性もまた教育を受け、社会で活躍するべきであるとした。このモタッハリーの思想が、イラン革命後に女性や家族に関連する法律を支えるイデオロギーとなった。　
最
終
的
に、
マ
ヌ
ー
チ
ェ
フ
リ
ヤ
ー
ン
が
提
案
し
た
民
法
改
正
案
は「家
族
保
護
法」
と
い
う
形
で
一
九
六
七
年
に
成
立
し
た。
ア
ー
ガ
ー
ジ
ャ
ニ
ヤ
ー
ン
に
よ
れ
ば、
人
口
一
〇
〇
〇
人
当
た
り
の
イ
ラ
ン
の
離
婚
数
は、
一
九
六
五
年
に
は
一
˙ 〇
で
あ
っ
た
も
の
が、
一
九
七
〇
年
に
は
〇
˙ 六
に
減
少
し
て
い
る
（
9）。
ア
フ
ァ
リ
ー
は、
こ
の
数
字
に
つ
い
て「イ
ラ
ン
社
会
で
の
離
婚
の
増
加
が
予
想
さ
れ
た
が、
そ
れ
は
誤
り
だ
っ
た」
と
し、
「女
性
主
導
の
離
婚
は
増
加
し
た
も
の
の、
裁
判
所
へ
届
け
出
る
必
要
が
生
じ
た
た
め、男性による（恣意的な）離婚ができなくなり」離婚率は急落したと解釈している
（
10）。
?
????????????????
????
　
同法の重要な特徴のひとつは、夫からの恣意的な離婚ができなくなったこ
とである。イスラーム法にお ては 夫が三度、一方的に離婚を宣言することで離婚が成立していた。
「家族保護法（一九六七年成立）
」第八条では、離
婚
の
際
に
は「和
解
不
能
証
明
書」
を
裁
判
所
か
ら
得
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
さ
れ
た。
「和
解
不
能
証
明
書」
を
離
婚
の
要
件
と
し
た
こ
と
で、
離
婚
の
正
当
な
理
由
を
裁
判所で説明する必要 生じた。もうひとつの画期的な点は、すでに妻を有している男性が別の女性と結婚する際にも裁判所の許可が必要になったことであ
る（第
一
四
条）
。
第
一
一
条
で
は
妻
の
同
意
な
し
に
夫
が
別
の
妻
を
娶
っ
た
場
合
に
は、妻からの離婚請求が きる（第一一条第三項）ことなど 妻からの離婚請求につい の条件も明記されてい　
パフラヴィー朝初代国王のレザー・シャー期（在位一九二五―四一）にす
でに民事裁判所が設立された。一九三一年に た婚姻法第一条と第二条において普通婚も一時婚も婚姻契約の際には登録が必要とされた。また、第三条では一三歳以下の女性と 婚姻を禁じた。さらに、第四条および第八条から第一七条 おいて
「家族保護法（一九六七年成立）
」の第一一条のよ
うに妻からの離婚請求を可能にする条件を婚姻契約書に記すことができるようになっていた。さらに、第六
条では、これから結婚しようとする男性は自
分
に
は
妻
が
い
る
の
か
ど
う
か
を
相
手
に
通
知
す
る
義
務
が
あ
っ
た
（
11）。
し
か
し、
サ
ナ
サ
リ
ア
ン
は、
レ
ザ
ー・
シ
ャ
ー
期
に
お
け
る
こ
の
よ
う
な
新
し
い
法
律
に
つ
い
て
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「こ
れ
ら
の
法
律
が
ど
れ
ほ
ど
守
ら
れ
て
き
た
の
か
に
つ
い
て
は
明
ら
か
で
な
い。
イ
ラ
ン
で
は、
特
に
地
方
で
は︹結
婚・
離
婚︺
登
録
所
が
な
く、
︹婚
姻
や
離
婚
の
手
続
き
を︺
ウ
ラ
マ
ー
に
頼
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
多
く
の
地
域
が
あ
っ
た」
と
言
っ
て
い
る
（
12）。「家
族
保
護
法（一
九
六
七
年
成
立）
」
は、
「和
解
不
能
証
明
書」
の
義
務
化
や
婚姻契約書への妻からの離婚請求の条件づけの明確化など、婚姻法から一歩進んだ形で女性や家族に関する法律を整備したものであった。?
?
????
　
革
命
前
の「家
族
保
護
法（一
九
六
七
年
成
立）
」
は、
八
年
後
の
一
九
七
五
年
に
改
定
さ
れ
た。
改
定
さ
れ
た「家
族
保
護
法（一
九
七
五
年
成
立）
」
で
は、
男
性
が
二
人
目以降の妻を娶る場合の規定が変えられたり、結婚最低年齢が引き上げられた
り
す
る
こ
と
に
な
っ
た。
次
号
以
降
に
お
い
て、
「家
族
保
護
法（一
九
七
五
年
成
立）
」
に
つ
い
て
も
翻
訳
を
行
い、
イ
ラ
ン
革
命
前
の「家
族
保
護
法」
の
総
合
的
な
特
徴
と
イ
ラ
ン
革
命
後
に
成
立
し
た「家
族
保
護
法（二
〇
一
三
年
成
立）
」
と
の
比
較
検
討を行っていきたい。　︻註︼
（
1）
イ
ラ
ン
の
民
法
は
三
つ
の
部
分
に
わ
け
ら
れ
て
国
会
で
成
立
し
て
い
る。
最
初
の
部
分
が
一
三
〇
七
年
／
一
九
二
八
年、
二
番
目
と
三
番
目
の
部
分
が、
一
三
一
四
年
／
一
九
三
五
年
に
成
立
し
て
い
る。
そ
の
中
で
も
結
婚
や
離
婚、
子
ど
も
に
関
す
る
部
分
に
つ
い
て
は
一
九
三
五
年に 立している
（
Z
iba-M
ir H
oseini, F
am
ily L
aw
 iii. In M
odern P
ersia, E
ncyclopedia 
Iranica 〔
http://w
w
w
.iranicaonline.org/articles/fam
ily-law
#iii, accessed 28 D
ecem
ber, 
2013 〕）.　
さ
ら
に、
国
会
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載
の
イ
ラ
ン・
イ
ス
ラ
ー
ム
共
和
国
民
法
（
qānūn-e m
adanī ）（
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92778　
accessed 28 D
ecem
ber 2013 ）
を参照。
（
2）
貫
井
万
里・
森
田
豊
子
（訳・
註）
、
佐
藤
秀
信・
細
谷
幸
子・
山
﨑
和
美
（註）
、
爲
永
憲
司
（凡
例）
「イ
ラ
ン
家
族
保
護
法
案
（二
〇
一
二
年
一
月
二
三
日
司
法
権
公
表）
」『イ
ス
ラ
ー
ム
地
域
究
ジ
ャ
ー
ナ
ル』
第
五
号
（早
稲
田
大
学
イ
ス
ラ
ー
ム
地
域
研
究
機
構、
二
〇
一
三
年）
、
一五五頁、註六参照。
（
3）
これらの女性雑誌とこの頃の女性運動に関しては、山﨑和美「一九一〇年代イラン
で
女
性
に
よ
り
発
行
さ
れ
た
定
期
刊
行
物：
『ダ
ー
ネ
シ
ュ』
と『シ
ョ
ク
ー
フ
ェ』
」（『国
際
文
化
研
究』
第
九
号、
二
〇
〇
二
年）
四
五
―
六
四
頁。
山
﨑
和
美「二
〇
世
紀
初
頭
テ
ヘ
ラ
ン
に
お
け
る
女
子
校
設
立
と
女
性
教
育
政
策」
（『イ
ス
ラ
ム
世
界』
第
六
四
号、
二
〇
〇
五
年）
二
一
―
四
六
頁。
山
﨑
和
美「イ
ラ
ン
に
お
け
る
大
衆
運
動
へ
の
女
性
参
加」
（『中
東
研
究』第五〇五号、二〇〇九年）
七六―九三頁。などに詳しい。
（
4）
中
西
久
枝『イ
ス
ラ
ム
と
ヴ
ェ
ー
ル
―
現
代
イ
ラ
ン
に
生
き
る
女
た
ち
―』
（晃
洋
書
房、
一
九
九
六
年）
四
九
頁。
ま
た
同
様
の
記
述
は、
ホ
セ
イ
ン・
ガ
ッ
フ
ァ
リ
ゴ
ル
ゼ
イ
ン「イ
ラ
ン
に
お
け
る
女
性
の
社
会
的
地
位
に
つ
い
て
の
考
察
―
モ
ハ
ン
マ
ド・
レ
ザ
ー・
パ
フ
ラ
ヴ
ィ
ー
朝
期
を
中
心
と
し
た
変
容
―」
（『龍
谷
大
学
大
学
院
国
際
文
化
研
究
論
集』
第
九
巻、
二〇一一年）
一一二頁。
（
5）
モ
タ
ッ
ハ
リ
ー
の
思
想
に
つ
い
て
は、
嶋
本
隆
光『イ
ス
ラ
ー
ム
革
命
の
精
神』
（京
都
大
学
出版会、二〇一一年）
に詳しい
（
6）
ズ
ィ
ー
バ
ー・
ミ
ー
ル
=
ホ
セ
イ
ニ
ー『イ
ス
ラ
ー
ム
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
―
現
代
イ
ラ
ン
の
宗
教
論
争』
（明
石
書
店、
二
〇
〇
四
年）
二
四
〇
―
二
四
一
頁。
ま
た、
森
田
豊
子「現
代
イ
ラ
ン
の
家
族
保
護
法
を
め
ぐ
る
議
論」
（『ア
ゴ
ラ
（天
理
大
学
地
域
文
化
研
究
セ
ン
タ
ー
紀
要）
』
第
五巻、二〇〇七年）
八一―八九頁。
（
7）
M
ortezā M
o ṭahharī, N
eẓām
-e Ḥ
oqūq-e Z
an dar E
slām
, Q
om
: S
adrā, 1386 (kh.) /2007.
（
8）
N
eẓām
-e Ḥ
oqūq-e Z
an dar E
slām
, p.24.
（
9）
A
kbar A
ghajanian, “Som
e N
otes of D
ivorce in Iran”, Journal of M
arriage and F
am
ily, 
48:4, 1986, p.750.
（
10）
Janet A
fary, Sexual P
olitics in M
odern Iran, N
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